（法第１０条第１項関係様式例）

令和2年度事業計画書

　　令和2年4月1日から令和3年3月31日まで

特定非営利活動法人　共に生きる
１　事業実施の方針

　　この法人は、一人ひとりが自分らしく生きるため、病気の子供を持った親御さん、子育て
中の親御さん、介護されている方、病気の方、自分に戸惑う方々により添い、問題・不安を共

に分かち合い、学び合い共に生きる支援を行う。

また、社会貢献活動を行う、個人、団体の運営に関する支援を合わせて行う事により、豊かな

社会の創造に寄与する事を目的とする。
２　事業の実施に関する事項

(1)　特定非営利活動に係る事業

	定款の

事業名
	事業内容
	実施

予定

日時
	実施

予定

場所
	従事者の予定人数
	受益対象者

の範囲及び

予定人数
	支出見込額

(千円)

	1 ﾋﾟｭｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ・電話相談事業
2 人権擁護・講演研修事業
3 個人・法人に対する運営に関する支援相談事業


	電話相談
発達障がい
当事者の会
発達障がい
家族の会
小冊子製作
会計業務

相談指導
	月・木
年間6回
年間6回

年間


	明野
大分市
大分市
大分市


	1人
2人

2人
2人
	　 100人
　　180人

　  180人

  　
30件
	　 
　　540
　



（備考）

１　設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書をそれぞれ別葉として作成する。

２　２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして記載する。

３　２の(1)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施予定日時、実施予定場所、従事者の予定人数、受益対象者の範囲及び予定人数並びに支出見込額をそれぞれ記載する。

４　２の(1)のうち「受益対象者の範囲及び予定人数」の欄には、具体的な受益対象者及び予定人数を記載する。

５　２の(2)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施予定日時、実施予定場所、従事者の予定人数及び支出見込額をそれぞれ記載する。定款上、「その他の事業」に関する事項を定めている場合は、設立当初の事業年度及び翌事業年度に実施予定がなくても「予定なし」の旨を記載する。

